
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 建退共給付経理の令和元年度決算における運用資産残高は９，８６６億円、当期損失

金は２１４億円、累積剰余金は６３０億円 

 

○ 改定後の予定運用利回りと掛金日額については、令和３年１０月以降の就労分に適

用される予定 

 

○ 現行の３１０円共済証紙については、令和３年９月就労分まで共済手帳へ貼付し、残

った共済証紙については、令和３年１０月以降、最寄りの建退共代理店（金融機関）

で改定後の共済証紙へ交換予定 

 

 

【建退共本部 HP アドレス】 http://kentaikyo.taisyokukin.go.jp/ 

資料４ 

建退共制度の財政検証について 

令和元年度の建退共・給付経理の財務状況は、新型コロナウイルス感染症の拡大懸

念を発端とした株価の下落等に伴い、３１億円の運用損失が発生しました。運用損失

の発生は、平成２０ 年度のリーマンショック時以来のことになります。 

運用損失の発生に伴い、３%の予定運用利回り分の責任準備金繰入等の費用を賄う

ことができず、令和元年度の給付経理は、２１４ 億円の損失が発生し、令和元年度

末の累積剰余金は、６３０ 億円となりました。 

２１４ 億円の損失は、昨年度の将来推計の際の見通し８５ 億円の損失を上回る大

幅なものとなり、現在の３%の予定運用利回りが維持されると累積剰余金は単年度で

約１２０億円減少し、令和３ 年９ 月末の時点で４６０ 億円程度まで減少する見込

みとなります。 

このような状況を踏まえ、建設業退職金共済事業本部に設置され建設業界関係者に

より構成された運営委員会及び評議員会を本年６月に開催し、予定運用利回りを現行

３．０％から１．３%以上１．５%以下に引き下げるともに、掛金日額を現行３１０円

から３２０円に改定し、実施時期は令和３年１０月１日とすることについて、意見が

取りまとめられ厚生労働省へ要望しております。 

現在、厚生労働省の労働政策審議会 勤労者生活分科会 中小企業退職金共済部会で

予定運用利回り及び掛金日額に関する議論がされており、取りまとめが行われた場合

には、関係法令の改正が行われ、予定運用利回りの引き下げ等が実施される見通しと

なっております。 

http://kentaikyo.taisyokukin.go.jp/



